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郡 市 医 師 会 長 様 

 

一般社団法人静岡県医師会   

会 長  紀 平 幸 一   

 

 

新型コロナウイルス感染症の濃厚接触者の取扱い等について 

 

 

標記の件につきまして、静岡県感染症対策担当部長より、添付とおり通知がありましたので、

ご連絡申し上げます。 

新型コロナウイルス感染症の濃厚接触者の取扱い等について、令和４年７月22 日付けで国

から新たな通知が発出され、オミクロン株の特徴を踏まえ、社会経済活動の維持等の観点から、

濃厚接触者の待機期間を原則７日間から原則５日間に短縮することとされました。 

つきましては、貴職におかれましても本件についてご了知いただき、貴会会員への周知方ご

高配賜りますようお願い申し上げます。 

 

 



感新企第 194 号-4 

令和４年７月 25 日 

 

 一般社団法人静岡県医師会会長  様 

 公益社団法人静岡県病院協会会長 様 

 公益社団法人静岡県薬剤師会会長 様 

 

静岡県感染症対策担当部長 

 

新型コロナウイルス感染症の濃厚接触者の取扱い等について 

 

 日頃、本県の感染症対策の推進について、御理解と御協力を賜り厚くお礼申し上げ

ます。 

 新型コロナウイルス感染症の濃厚接触者の取扱い等について、令和４年７月 22 日

付けで国から新たな通知が発出され、オミクロン株の特徴を踏まえ、社会経済活動の

維持等の観点から、濃厚接触者の待機期間を原則７日間から原則５日間に短縮するこ

ととなったので、お知らせします。 

 つきましては、貴会会員への周知をお願いします。 

 なお、新型コロナウイルス感染症患者等入院医療機関及び発熱等診療医療機関には

直接周知した旨申し添えます。 

 

記 

 

１ 濃厚接触者の取扱の変更点等 

 ・濃厚接触者の待機期間について、原則７日間から原則５日間に短縮（６日目に解除） 

 ・2,3 日目に抗原定性検査で陰性を確認できれば、３日目の陰性確認後から待機解

除可能で、解除の判断は保健所に確認不要（従来は 4,5日目の陰性確認） 

 ・濃厚接触者となった場合、待機期間解除後も７日間を経過するまでは、自身によ

る健康観察、外出時のマスク着用、高齢者など重症化リスクの高い方との不要不

急の訪問等は避ける、感染リスクの高い場所の利用や会食は避けるなどの感染対

策を徹底すること。 

 

 



  【参考】 

 
感染者と最後に接触した日からの日数（最終接触日は０日） 

０～２日 ３～５日 ６日～ 

医療,介護,保育等

の従事者 

待機解除（条件付） 

毎日の検査で陰性確認 
待機解除（条件付） 

2,3日目の抗原定性検査で陰性確認(※） 
待機解除 

その他 待機 

  ※ 医療機関が自院で PCR検査・抗原定量検査を実施する場合は、3日目の陰性確認でも可 

 

２ 関係資料等 

 〇B1.1.529 系統(オミクロン株)が主流である間の当該株の特徴を踏まえた感染者

の発生場所毎の濃厚背職者の特定及び行動制限並びに積極的疫学調査の実施に

ついて 

  （令和４年３月 16日付け（令和４年７月 22日一部改正）厚生労働省新型コロナ

ウイルス感染症対策推進本部事務連絡） 

 ○別紙「オミクロン株による感染が主流の間の感染症患者等の取扱い」 

  ※濃厚接触者の待機期間を修正 

 ○周知用チラシ 

  ・「もしもあなたがコロナになったら」 

  ・「もしもあなたが濃厚接触者になったら」 

  ・「従業員等に新型コロナウイルス感染症の感染が確認された時は」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当：新型コロナ対策企画課 

電話：054-221-2459     
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 事 務 連 絡 

令和４年３月１６日 

令和４年７月 22日一部改正    

 

   都 道 府 県  

各  保健所設置市   衛生主管部（局） 御中 

   特 別 区  

 

 

厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部 

 

B.1.1.529 系統（オミクロン株）が主流である間の当該株の特徴を踏まえた感染者の

発生場所毎の濃厚接触者の特定及び行動制限並びに積極的疫学調査の実施について 

 

 

平素より、新型コロナウイルス感染症対策に御尽力、御協力を賜り、誠にありがと

うございます。 

B.1.1.529 系統（以下「オミクロン株」という。）の感染急拡大が確認された場合の

濃厚接触者の取扱等については、令和４年１月５日付け厚生労働省新型コロナウイル

ス感染症対策推進本部事務連絡「新型コロナウイルス感染症の感染急拡大が確認され

た場合の対応について」等で、積極的疫学調査については、「新型コロナウイルス感染

症患者に対する積極的疫学調査実施要領」（国立感染症研究所）等でお示ししてきた

ところです。 

オミクロン株については、感染・伝播性やその倍加速度が高い一方、重症化率は低

い可能性が示唆されるなど、その特徴が徐々に明らかになってきました。従来株と比

べて潜伏期間と発症間隔が短いオミクロン株の特徴を踏まえ、感染状況など地域の実

情に応じて、自治体の判断により、全ての感染者に対する濃厚接触者の特定を含む積

極的疫学調査を行わない場合は、下記の通り、感染するリスクの高い同一世帯内や、

重症化リスクの高い方が入院・入所している医療機関や高齢者施設等を対象に濃厚接

触者の特定や行動制限を含めた積極的疫学調査を集中的に実施することとしますの

で、管内市町村、関係機関等への周知をお願いいたします。現在、BA.5 系統への置き

換わりが進む中で、感染者が急増しており、保健所業務の重点化や社会経済活動の維

持の観点から、本事務連絡の考え方の徹底をお願いいたします。 

なお、本事務連絡は本日より適用することとし、濃厚接触者の待機期間の取扱いに

ついては、「新型コロナウイルス感染症の感染急拡大が確認された場合の対応につい

て」等に関わらず、本事務連絡を適用いたします。 

濃厚接触者の待機期間の見直しを行いました。なお、令和４年７月 22 日の改正に

よる濃厚接触者の待機期間の見直し（７日間から５日間への短縮等）については、令
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和４年７月 22 日より適用となり、同日時点で濃厚接触者である者にも適用いたしま

す。 

（主な改正箇所は太字下線） 

 

記 

 

１．感染者の発生場所毎の濃厚接触者の特定と行動制限について 

オミクロン株については、 

・感染・伝播性が高く、潜伏期間と発症間隔が短いため、感染が急拡大し、それに

伴い濃厚接触者が急増することから、その全てにこれまでと同様の一律の対応を

行うことは、保健所機能そして社会経済活動への影響が非常に大きい、 

・一方で、高齢者は若年者に比べて重症化する可能性が高いことから、高齢者等へ

の感染が急速に拡がると重症者数が増加し、医療提供体制のひっ迫につながるお

それがある 

といった特徴がある。 

このため、今後、オミクロン株が感染の主流の間は、感染者との接触場所等によ

って、その後の感染リスクや更なる感染拡大の防止の効果、重症化リスクのある者

への波及の可能性、行動制限による社会経済活動への影響が異なることを踏まえ、

濃厚接触者の特定や行動制限及び積極的疫学調査の実施方針について、以下（１）

～（５）のとおりお示しする。自治体においては、感染状況など地域の実情に応じ

て、管内におけるオミクロン株の特徴を踏まえた方針を検討の上、住民その他の関

係者にその結果、実施することとなった取扱について適切に周知をお願いする。都

道府県におかれては、保健所設置市とも連携の上、対応をお願いする。また、当該

方針については、決定後速やかに厚生労働省の下記連絡先に報告をお願いする。 

 

 

 

 

 

 

 

（１）同一世帯内で感染者が発生した場合 

  a.基本的な考え方 

 同一世帯内の同居者の二次感染率は、その他の濃厚接触者の二次感染率より

高いと考えられる。また、同一世帯内においては感染の情報が迅速に共有され、

オミクロン株が主流である中にあっても、濃厚接触者の特定・行動制限を求め

る意義は大きく、一定の効果が見込まれる。 

他方で、一般的な世帯は集団の規模としては事業所等に比べ小さいものの、

（連絡先） 

厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部 

 戦略班・保健班 

Email: variants@mhlw.go.jp 
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二人以上の世帯に属する者の数は多く、同一世帯内感染が広がり、濃厚接触者

が増加すれば、社会経済活動への影響は大きいことに配慮する必要がある。 

 

 

  b.具体的な取扱 

・同一世帯内で感染者が発生した場合は、保健所等による濃厚接触者の特定・

行動制限を求める。ただし、濃厚接触者の特定に当たっては、一律に聴取り

等を行う必要はなく、同一世帯内の全ての同居者が濃厚接触者となる旨を感

染者に送付するメッセージにその旨を盛り込み周知する等の方法により感染

者に伝達すること等をもって濃厚接触者として特定したこととすることは可

能である。 

・オミクロン株の特徴を踏まえ、同一世帯内において感染が疑われる事例が生

じた場合には、何よりも迅速に感染拡大防止対策を講じることが必要であり、

検査結果の判明や保健所等からの連絡を受けるまでの間においても、自主的

な対策を速やかにとっていただくことをあらかじめ住民等に対して周知して

いただくようお願いする1。 

・特定された濃厚接触者の待機期間は、当該感染者の発症日（当該感染者が無

症状（無症状病原体保有者）の場合は検体採取日）又は当該感染者の発症等

により住居内で感染対策を講じた日のいずれか遅い方を０日目として、５日

間（６日目解除）とする（※１）が、２日目及び３日目の抗原定性検査キッ

トを用いた検査（※２）で陰性を確認した場合は、社会機能維持者であるか

否かに関わらず、３日目から解除を可能とする。また、この場合における解

除の判断を個別に保健所に確認することは要しない。 

・上記いずれの場合であっても、７日間が経過するまでは、検温など自身によ

る健康状態の確認や、高齢者や基礎疾患を有する者等感染した場合に重症化

リスクの高い方（以下「ハイリスク者」という。）との接触やハイリスク者が

多く入所・入院する高齢者・障害児者施設や医療機関（以下「ハイリスク施

設」という。）への不要不急の訪問（※３）、感染リスクの高い場所の利用や

会食等を避け、マスクを着用すること等の感染対策を求めることとする。 

 

※１ ただし、当該同一世帯等の中で別の同居者が発症した場合は、改めて

その発症日（当該別の同居者が無症状の場合は検体採取日）を０日目とし

て起算する。また、当該感染者が診断時点で無症状病原体保有者であり、そ

の後発症した場合は、その発症日を０日目として起算する。 

  ※２ 抗原定性検査キットは自費検査とし、薬事承認されたものを必ず用い

                                                      
1 具体的な対策のメッセージとして、厚生労働省において以下のポスターを作成しており、参考にされたい。 

・家族が新型コロナウイルスに感染した時に注意したいこと https://www.mhlw.go.jp/content/000835169.pdf 

・お子さまが新型コロナウイルスに感染した際の対応について https://www.mhlw.go.jp/content/000883759.pdf 
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ること。令和４年１月５日付け厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策

推進本部事務連絡「新型コロナウイルス感染症の感染急拡大が確認された

場合の対応について」に基づき、事業者が社会機能維持者に使用するため

に購入した抗原定性検査キットを活用することは差し支えない。なお、無

症状者に対する唾液検体を用いた抗原定性検査キットの使用は推奨されて

いないため、抗原定性検査キットを用いる場合は鼻咽頭検体又は鼻腔検体

を用いること（なお、自己採取する場合は鼻腔検体を推奨している）。ま

た、事業主は業務の必要性を適切に判断し、業務に従事させる必要がある

と判断する場合には事業主として検査体制を確保するなど、従業員に過度

の負担を強いることのないよう配慮すること。 

  ※３ 受診等を目的としたものは除く。 

 

（２）事業所等（（３）及び（４）の施設を除く）で感染者が発生した場合 

  a.基本的な考え方 

同一世帯内以外の事業所等（（３）及び（４）の施設を除く。以下同じ。）にお

いて濃厚接触者が感染している確率は、同一世帯内の濃厚接触者が感染してい

る確率と比べ、低いと考えられる。また、各業界、事業所等における感染防止

対策が徹底している場合、感染者が発生しても、事業所等で感染が拡大しない

ケースもある。さらに、これまでの基本的な感染対策の積み重ねなどにより、

国民自らが状況に応じて、自主的な感染対策を講じることも期待される。 

他方、事業所等で濃厚接触者とされた者の一律の行動制限の実施は、従事者

の不足等に繋がる恐れがあり、社会経済活動への影響が大きくなるおそれがあ

る。 

このため、オミクロン株が主流である中において、事業所等における感染拡

大防止対策は、社会経済活動の維持との両立の観点でバランスを取ることが求

められる。 

  b.具体的な取扱 

・保健所等による積極的疫学調査及び濃厚接触者の特定・行動制限は求めない。

このため、必ずしも行政検査の対象とはならない。 

・ただし、同時に多数の感染者が発生し、感染拡大の場となっている可能性が

ある状況や、基本的な感染対策を行わずに飲食を共にするなど感染リスクの

高い場合等、さらなる感染対策の必要性が認められる場合における保健所等

による調査や、感染対策の協力要請の実施を行うことは可能である。 

・上記を踏まえ、住民や事業所等に対しては、感染者が発生した場合に、状況

に応じて自主的な感染対策を徹底いただくこととし、以下の点を十分に周知

するようお願いしたい。 

➢同一世帯内以外の事業所等で感染者と接触があったことのみを理由として、

出勤を含む外出を制限する必要がないこと。 
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➢事業所等で感染者と接触（※）があった者は、接触のあった最後の日から一

定の期間（目安として７日間）はハイリスク者との接触やハイリスク施設

への訪問、不特定多数の者が集まる飲食や大規模イベントの参加等感染リ

スクの高い行動を控えるよう、事業所内に周知すること。また、症状がある

場合には、速やかに医療機関を受診することを促すこと。 

➢事業所等で感染者と接触（※）があった者のうち、会話の際にマスクを着用

していないなど感染対策を行わずに飲食を共にしたもの等は、一定期間（例

えば、５日間の待機に加えて自主的に検査など）の外出自粛を含めた感染

拡大防止対策をとること。 

・感染状況等に応じて、一般に、検温など自身による健康状態の確認や、ハイ

リスク者との接触、ハイリスク施設への訪問、感染リスクの高い場所の利用

や会食等を避け、マスクを着用すること等の感染対策を求めることとする。 

 

※ 「新型コロナウイルス感染症患者に対する積極的疫学調査実施要領」（国立

感染症研究所）を踏まえた感染者の感染可能期間（発症２日前～）の接触 

 

（３）ハイリスク施設で感染者が発生した場合 

a.基本的考え方 

オミクロン株においては、重症化リスク因子のない若年層が重症化する率は

低く、重症例や死亡例の多くは高齢者であり、ハイリスク者が多数入院・入所

するハイリスク施設では、感染拡大時の影響が大きくなりうることから、他の

事業所等に比べて感染拡大防止策を強化する必要がある。 

こうした場においては、オミクロン株が主流である中にあっても、積極的疫

学調査の実施及び濃厚接触者の特定・行動制限を求める意義は大きく、早期の

介入により一定の感染拡大防止の効果が見込まれる。 

他方で、積極的疫学調査を実施し、濃厚接触者を特定し、行動制限を行うこ

とにより、事業継続が困難となり、ひいては医療提供体制のひっ迫につながり

うることに配慮する必要がある。 

  b.具体的な取扱 

・保健所等による迅速な積極的疫学調査を実施し、濃厚接触者の特定・行動制

限及び当該ハイリスク施設内の感染対策の助言を求める。 

・特定された濃厚接触者の待機期間は、最終曝露日（感染者との最終接触等）

から５日間（６日目解除）とするが、２日目及び３日目の抗原定性検査キッ

トを用いた検査（（１）bの※２参照）で陰性を確認した場合は、社会機能維

持者であるか否かに関わらず、３日目から解除を可能とする。また、この場

合における解除の判断を個別に保健所に確認することは要しない。 

・上記いずれの場合であっても、７日間が経過するまでは、検温など自身によ

る健康状態の確認や、ハイリスク者との接触やハイリスク施設への不要不急
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の訪問（（１）bの※３参照）、感染リスクの高い場所の利用や会食等を避け、

マスクを着用すること等の感染対策を求めることとする。 

  ・濃厚接触者となった従事者は、待機期間中においても、一定の条件の下、毎

日の検査による陰性確認によって、業務従事を可能とする（別途示す事務連

絡を参照）。確認に必要な抗原定性検査キットは、自治体や団体等が希望数量

をとりまとめて入手することも可能であることなど、入手方法については、

担当部局宛に別途連絡する。 

・早期探知・早期対応・早期治療が重症者の抑制に重要であることを改めてハ

イリスク施設に周知する。 

 

（４）保育所（地域型保育事業所及び認可外保育施設を含む）、幼稚園、認定こども

園、小学校、義務教育学校、特別支援学校及び放課後児童クラブで感染者が発生

した場合 

a.基本的考え方 

保育所（地域型保育事業所及び認可外保育施設を含む）、幼稚園、認定こども

園、小学校、義務教育学校、特別支援学校及び放課後児童クラブ（以下「保育

所等」という。）においては、同一世帯内以外の事業所等と同様に、同一世帯内

と比べて濃厚接触者が感染している確率は必ずしも高くないと考えられる一方

で、特に保育所や幼稚園等の乳幼児については、同一世帯以外の事業所等の場

合と比べると、マスク着用など基本的な感染対策の徹底が、困難と考えられ、

引き続き、感染防止対策の内容等に応じて自治体による柔軟な対応が必要であ

る。 

また、保育所等の従事者（保育士・幼稚園教諭・小学校教諭等）が濃厚接触

者となり、就業できずに、休園・休校等となった場合に、その対象となった子

どもの育児のために保護者が欠勤せざるを得なくなり、社会経済活動への影響

が大きくなるおそれがある。 

 

  b.具体的な取扱 

・濃厚接触者の特定・行動制限については、都道府県又は保健所設置市の保健

衛生部局と市町村の児童福祉部局等、都道府県及び市町村の教育委員会又は

都道府県私立学校主管部局（以下単に「児童福祉部局等」という。）が連携し

て、上記（２）又は（３）の取扱を参考に、自治体毎にあらかじめ感染者が発

生した場合の積極的疫学調査の実施や濃厚接触者の特定に関する方針を決定

しておくことが望ましい。関係部局間で連携の上、濃厚接触者の特定・行動

制限を行わないこととしている自治体もあるところであり、保健所等の業務

の状況や社会経済活動への影響も踏まえ、改めて、濃厚接触者の特定・行動

制限の必要性について検討いただきたい。その際、未就学児と小学生でマス

ク着用等の基本的な感染防止対策の実施に差異が生じることもあるため、当
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該感染防止対策の水準に応じて、それぞれ方針を決定することも考えられる。 

・上記方針により濃厚接触者の特定を行う場合には、当該特定された濃厚接触

者の待機期間は、（３）bのハイリスク施設の濃厚接触者の待機期間と同様の

取扱とする。 

・濃厚接触者となった従事者は、待機期間中においても、一定の条件の下、毎

日検査による業務従事を可能とする（別途示す事務連絡を参照）。確認に必要

な、抗原定性検査キットは、自治体等が希望数量をとりまとめて入手するこ

とも可能であることなど、入手方法については児童福祉部局等宛に別途連絡

する。 

・感染者の発生により施設を休園・休校せざるを得ない場合であっても、できる

限りその範囲と期間を限定できるよう検討するとともに、保護者の就労継続

が可能となるよう、一部休園や代替保育等により保育機能を継続する取組を

推進する（児童福祉部局等宛に別途連絡する）。 

 

（５）集団感染（クラスター）が発生した場合 

a.基本的な考え方 

事業所等の中で同時に５名以上の集団感染が発生した場合等においては、限

られた空間におけるなんらかの感染拡大要因の存在が疑われ、早期の保健所の

介入による一定の感染拡大の防止は期待される。 

  b.具体的な取扱 

・従来通り感染状況に応じて、都道府県等の判断により積極的疫学調査を実施

し、濃厚接触者の特定・行動制限を求める。 

・特定された濃厚接触者の待機期間は、（１）～（４）の bに示した取扱を参考

に、感染拡大の原因として考えられる要因を踏まえて個別に判断する。 

・特に高齢者・障害児者の通所・訪問系事業所など（３）には該当しないもの

のハイリスク者の感染拡大が想定される場で感染者が発生した場合には、更

なる感染拡大を防止できるよう、十分留意して対応することとする。 

・クラスターと認定される前段階で、保健所が自治体本庁における感染対策部

門と情報共有の上、厚生労働省のクラスター対策班や国立感染症研究所の実

地疫学専門家養成プログラム（FETP）の自治体への相談支援が可能となるよ

う、連携を確保する。 

 

 

２．積極的疫学調査の実施について 

（１）基本的な考え方 

 a.従来の方法 

従来の積極的疫学調査については、「新型コロナウイルス感染症患者に対する 

積極的疫学調査実施要領」（以下「実施要領」という。）等に基づき、感染症法
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第 12 条に基づく医師の届出（以下「発生届」という。）を起点として、届出の

あった感染者の全例について、①感染源の推定（後向き調査）や②濃厚接触者

の調査（前向き調査）の２つの調査を組み合わせて幅広く実施することにより、

クラスターの連鎖を防ぎ、感染拡大を防止することを主な目的としている。こ

れらの調査を通じて、感染経路や世代時間などウイルスの基本的な特性を把握

することも、目的とされている。 

また、感染拡大時においては、ハイリスク施設や感染リスクの高い場に関す

る行動歴の聴取に重点化することや、事業所等で濃厚接触候補者のリストをと

りまとめ保健所等に提出し、濃厚接触者を特定することを可能としている。 

調査の実施に当たっては、自治体からの要請に応じて国立感染症研究所のク

ラスター対策専門家を派遣し、技術的な支援を行っている。また、変異ウイル

スの出現等に伴う知見の収集を目的とした深堀調査について、国立感染症研究

所から自治体への調査の必要性について打診を行うこともある。 

 

  b.オミクロン株の特徴を踏まえた取扱 

他方で、オミクロン株については、 

・従来株と比べて潜伏期間と発症間隔が短いなどオミクロン株に関する性質等

が明らかになってきており、感染拡大時には、濃厚接触者の特定と待機の有

効性が低下している 

・特に都市部において、患者数が急増し、全ての患者への聴取りの実施が困難

である 

といった特徴がある。 

このため、同株が主流の間は、引き続き多くの患者が発生することを前提と

して、「実施要領」等の記載にかかわらず、 

① 調査を集中的に実施することにより、ハイリスク施設の感染拡大防止を徹底

する 

②課題や必要性に応じて調査を行う人的資源を確保し、効果的な感染防止対策

に繋げる 

ことを基本として、積極的疫学調査を実施する。特に①の重点実施はハイリス

ク者の命と健康を守るために極めて重要であり、遺漏のないように取り扱うこ

とが求められる。具体的には、以下（２）及び（３）に示すとおり、上記ハイリ

スク施設については、積極的疫学調査と濃厚接触者の特定により施設内の感染

拡大を抑える効果が期待できるため、感染症法第 15 条に基づく当該ハイリスク

施設からの報告に基づき都道府県等が感染発生初期から積極的に調査を実施す

る。また、②の調査は、（４）のとおり実施する。 

ただし、感染者が少ない地域など都道府県等が従来の方法により迅速に積極

的疫学調査を実施できる場合には、引き続き、幅広く実施することは可能であ

る。また、新たな変異株が発生した場合には、当該変異株の特徴を踏まえ対応
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することとなることも想定しておくことが必要である。厚生労働省のクラスタ

ー対策班や国立感染症研究所の実地疫学専門家養成プログラム（FETP）の派遣

による支援は、引き続き実施するので、積極的に活用されたい。自治体におい

ては、感染状況など地域の実情に応じて、管内におけるオミクロン株の特徴を

踏まえた積極的疫学調査の方針について検討の上、住民その他の関係者にその

結果、実施することとなった取扱を適切に周知するものとする。また、当該方

針については、１の濃厚接触者の特定及び行動制限の方針と併せて、決定後速

やかに厚生労働省に報告をお願いする（連絡先は１の柱書きに記載の通り）。 

 

（２）発生届に基づく保健所等の対応 

   発生届が提出された場合には、65 歳以上の者及び 65 歳未満の重症化リスクの

ある者に対し、保健所等からの初回の連絡や健康観察を行うこととなるが、その

際の取扱は以下の通りとする（※）。 

・感染者本人に対して、HER-SYS 等のシステムを積極的に用いて、65 歳以上の者

及び 65 歳未満の重症化リスクのある者に重点的に連絡を行っていただきたい

（既に各自治体で行っている効果的な連絡方法等の仕組みがある場合はそれを

妨げるものではない）。 

・発生届又は感染者自らが My HER-SYS の「健康調査」に入力した内容により、年

齢、重症化リスク因子、ワクチン接種歴等、重点的に健康観察を行う対象であ

るか否かの判断が可能な場合、聴取り調査は必ずしも行う必要はない。また、

積極的疫学調査として、感染者に対し、濃厚接触者の特定のための詳細な聴取

り調査についても必ずしも行う必要はない。 

・感染者と同一世帯内の同居者がいる場合を想定し、詳細な聴取り調査を行うこ

となく、一律、当該同居者は濃厚接触者として取り扱うこととする旨、伝達す

る。当該同居者である濃厚接触者には、適切な周知資料等も用いながら、感染

者を通じること等により、１（１）b で示した行動制限の内容等を周知するよ

う、当該感染者に求めることとする。この際、自治体では、感染対策の継続の

重要性やどのようなときに受診するか等の基本的な対策について、周知・伝達

するよう努めること。 

・上記同居者に、高齢者など重症化リスクが高い方がいる場合には、体調の変化

に応じて速やかに医療機関を受診すること等についても周知すること。 

 

※65 歳以上の者及び 65 歳未満の重症化リスクのある者に係る発生届や健康観

察等の取扱については従前通りであるが、それ以外の者については、令和４

年７月 22 日付け厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部事務連

絡「オミクロン株の BA.5 系統への置き換わりを見据えた感染拡大に対応す

るための医療機関・保健所の負担軽減等について」を参照。 
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（３）ハイリスク施設からの報告に基づく都道府県等及び都道府県感染制御・業務継

続支援チーム等の対応 

発生届とは別に、以下の通りハイリスク施設からの報告を求め、都道府県及び

都道府県感染制御・業務継続支援チーム等による調査を集中的に実施することに

より、ハイリスク者との間での感染拡大を防止する。 

また、感染者の発生が少数である段階においては、感染者と一定の接触があっ

た者について、入居者であれば別室対応とし、従業員であれば出勤を見合わせる

など、保健所と連携して、事業所毎に事前に方針を定めておくことが望ましい。 

・ハイリスク施設から都道府県等又は都道府県感染制御・業務継続支援チーム等

への報告に当たっての基準等は以下のとおりとする。 

【条件】ハイリスク施設において、従業者や入居者の別を問わず、感染者が１

名以上発生した場合に行うこと（ただし、感染可能期間にハイリスク

施設に出勤・入院・入所等をしていない者のみの感染の場合など当該

ハイリスク施設において感染拡大につながらないと判断した場合は除

く） 

【方法】報告は、以下の項目を参考にして求めること（ただし、既に各自治体

で行っている効果的な連絡方法等の仕組みがある場合はそれを活用さ

れたい）。 

    ・感染管理の体制の有無と具体的な体制の内容（自施設のみではなく、

他施設からの応援体制も含む） 

・従業者及び入所者のワクチン接種状況（回数と最後の接種日） 

・施設の利用者への対応状況 

・濃厚接触者の特定の有無及び人数（施設の利用者数も含めて収集） 

【留意点】ただし、都道府県等から調査が行われる前に２例目以降が発生し、

感染拡大防止のために特に都道府県等の関与が必要と認められる場

合には、当該施設は、都道府県等に対してその旨の連絡を行うもの

とする。 

 

  ・ハイリスク施設からの報告に基づき、都道府県等は当該ハイリスク施設に連絡

し（あらかじめ感染者が出た場合の対応を都道府県等とハイリスク施設におい

て協議している場合はこの限りではない。）、必要に応じて積極的疫学調査を行

う。具体的には、都道府県等は、従来通り感染者からの行動歴の聴取や、施設

全体の検査などの調査を実施する。また、必要に応じて、都道府県感染制御・

業務継続支援チーム等クラスター対策の専門家と連携して対応すること。また、

調査の実施において、人材が不足している場合には、自治体間で広域に連携し、

感染対策の専門家の派遣により、人材確保に努めること。 

・濃厚接触者には、ハイリスク施設の感染拡大の防止を徹底するため、従来通り

適切な管理（初期スクリーニングとしての全数検査や健康観察の実施、外出自
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粛等の要請 ）を都道府県等から求める。なお、１（３）及び（４）で示したと

おり、必要な医療を継続するため、従事者について、一定の条件の下で毎日検

査により出勤することは可能とする。 

 

（４）課題や必要性に応じて保健所等が行う調査 

上記（２）及び（３）のほか、地域の感染状況を踏まえつつ、公衆衛生・医療

上の課題や必要性に応じて、積極的疫学調査を行う。 

具体的には、変異ウイルスによってもたらされる臨床像や疫学状況が異なる可

能性がある場合、感染が下げ止まった場合の理由の探索、場所や年齢に応じた特

徴的な感染が多発する場合などの理由の探索、などが想定される。 
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＜本事務連絡に関する Q&A＞ 
Q１「１.（２）事業所等（（３）及び（４）の施設を除く）で感染者が発生した場合において、保

健所等が引き続き濃厚接触者の特定・行動制限を行った場合には、当該濃厚接触者の待機期間は、

「１.（１）同一世帯内で感染者が発生した場合」における濃厚接触者と同様の取扱いでよいか。

 ........................................................................................................................................................ 13 

Q２ 自治体の判断で、全ての感染者に対する濃厚接触者の特定を含む積極的疫学調査を行わない

場合に、「感染拡大地域の積極的疫学調査における濃厚接触者の特定等について」（令和３年６月

４日事務連絡）に基づいて、保健所業務の補助として事業所に濃厚接触者等の候補範囲の提示を

依頼し、濃厚接触者の特定等を行っても良いか。 ........................................................................ 13 

Q３ 濃厚接触者について、社会機能維持者以外の者も抗原定性検査キットで待機期間の短縮が可

能となったが、これまでの社会機能維持者に該当しない濃厚接触者が所属する事業者が、当該濃

厚接触者の待機期間の短縮のために、事業者として医薬品卸売販売業者から抗原定性検査キット

を購入する場合はどのようにすれば購入できるのか。 ................................................................ 13 

Q４ 保健所等による対応が可能で、引き続き、幅広く濃厚接触者の特定を行う場合、当該濃厚接

触者の待機期間の取扱いはどのように扱えばよいのか。 ............................................................. 14 
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Q１「１.（２）事業所等（（３）及び（４）の施設を除く）で感染者が発生した場合に

おいて、保健所等が引き続き濃厚接触者の特定・行動制限を行った場合には、当該

濃厚接触者の待機期間は、「１.（１）同一世帯内で感染者が発生した場合」におけ

る濃厚接触者と同様の取扱いでよいか。 

 

差し支えありません。 

（参考）本事務連絡 １.（１）同一世帯内で感染者が発生した場合＜抜粋＞ 

・特定された濃厚接触者の待機期間は、当該感染者の発症日（当該感染者が無症状（無

症状病原体保有者）の場合は検体採取日）又は当該感染者の発症等により住居内で感

染対策を講じた日のいずれか遅い方を０日目として、５日間（６日目解除）とする（※

１）が、２日目及び３日目の抗原定性検査キットを用いた検査（※２）で陰性を確認

した場合は、社会機能維持者であるか否かに関わらず、３日目から解除を可能とする。

また、この場合における解除の判断を個別に保健所に確認することは要しない。 

・上記いずれの場合であっても、７日間が経過するまでは、検温など自身による健康

状態の確認や、高齢者や基礎疾患を有する者等感染した場合に重症化リスクの高い方

（以下「ハイリスク者」という。）との接触やハイリスク者が多く入所・入院する高齢

者・障害児者施設や医療機関（以下「ハイリスク施設」という。）への不要不急の訪問

（※３）、感染リスクの高い場所の利用や会食等を避け、マスクを着用すること等の

感染対策を求めることとする。 

 

Q２ 自治体の判断で、全ての感染者に対する濃厚接触者の特定を含む積極的疫学調

査を行わない場合に、「感染拡大地域の積極的疫学調査における濃厚接触者の特定

等について」（令和３年６月４日事務連絡）に基づいて、保健所業務の補助として事

業所に濃厚接触者等の候補範囲の提示を依頼し、濃厚接触者の特定等を行っても良

いか。 

 

自治体の判断で全ての感染者に対する濃厚接触者の特定を含む積極的疫学調査を

行わない場合に、事業所に濃厚接触者等の候補範囲の提示を依頼することは想定して

いません。なお、保健所による対応が可能で、引き続き、幅広く積極的疫学調査を実

施する自治体が、感染拡大地域であるなど、事業所に保健所業務の補助を依頼するこ

とが感染拡大防止の観点から、保健所が直接行うより効果的と判断する場合はこの限

りではありません。 

 

Q３ 濃厚接触者について、社会機能維持者以外の者も抗原定性検査キットで待機期

間の短縮が可能となったが、これまでの社会機能維持者に該当しない濃厚接触者が

所属する事業者が、当該濃厚接触者の待機期間の短縮のために、事業者として医薬

品卸売販売業者から抗原定性検査キットを購入する場合はどのようにすれば購入
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できるのか。 

 

濃厚接触者が所属する事業者が、待機期間短縮のために、抗原定性検査キットを医

薬品卸売販売業者から入手する場合には、別添の確認書（「新型コロナウイルス感染

症の感染急拡大が確認された場合の対応について」（令和４年１月５日厚生労働省新

型コロナウイルス感染症対策推進本部事務連絡）の別添の確認書を準用したもの）を

使用することとし、事業者が医薬品卸売販売業者から入手する場合は、当該確認書を

同卸売販売業者に提出してください。その際、「社会機能維持者である濃厚接触者」に

ついては「事業者の業務に従事する濃厚接触者」に読み替えて適用します。なお、入

手に当たっては、必要と想定される量を勘案して購入することとしてください。また、

地域の状況により、医薬品卸売業者からの購入が困難な場合等には、確認書を提出し、

薬局から購入することも差し支えありません。 

※ 厚生労働省の HP に、一般事業者からの問合せに対応できる医薬品卸売業者等の

リストを掲載しており、参考にしてください。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00296.html 

 

Q４ 保健所等による対応が可能で、引き続き、幅広く濃厚接触者の特定を行う場合、

当該濃厚接触者の待機期間の取扱いはどのように扱えばよいのか。 

 

（同一世帯内で感染者が発生した場合） 

本事務連絡の１（１）b の同一世帯内の濃厚接触者の待機期間と同様の取扱いとし

てください。 

具体的には、濃厚接触者の待機期間は、感染者の発症日（当該感染者が無症状（無

症状病原体保有者）の場合は検体採取日）又は当該感染者の発症等により住居内で感

染対策を講じた日のいずれか遅い方を０日目として、５日間（６日目解除）とします

が、２日目及び３日目の抗原定性検査キットを用いた検査で陰性を確認した場合は、

社会機能維持者であるか否かに関わらず、３日目から解除を可能とします。また、こ

の場合における解除の判断を個別に保健所に確認することは要しません。 

上記いずれの場合であっても、７日間が経過するまでは、検温など自身による健康

状態の確認や、ハイリスク者との接触やハイリスク施設への不要不急の訪問、感染リ

スクの高い場所の利用や会食等を避け、マスクを着用すること等の感染対策を求める

こととします。 

 

（同一世帯内以外で感染者が発生した場合） 

本事務連絡の１（３）b のハイリスク施設の濃厚接触者の待機期間と同様の取扱い

としてください。 

具体的には、濃厚接触者の待機期間は、最終曝露日（感染者との最終接触等）から

５日間（６日目解除）としますが、２日目及び３日目の抗原定性検査キットを用いた

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00296.html
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検査で陰性を確認した場合は、社会機能維持者であるか否かに関わらず、３日目から

解除を可能とします。また、この場合における解除の判断を個別に保健所に確認する

ことは要しません。 

上記いずれの場合であっても、７日間が経過するまでは、検温など自身による健康

状態の確認や、ハイリスク者との接触やハイリスク施設への不要不急の訪問、感染リ

スクの高い場所の利用や会食等を避け、マスクを着用すること等の感染対策を求める

こととします。 
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抗原定性検査キットを使用した検査実施体制に関する確認書 

 

 

① 検査管理者が研修を受講していることを確認して、リスト化しています。 

 ※ 研修については、厚生労働省の HP で公開される以下の WEB 教材の関連部分を

学習します。 

・医療従事者の不在時における新型コロナウイルス抗原定性検査のガイドライン 

・理解度確認テスト 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00270.html 

② 抗原定性検査キットは、社会機能維持者である濃厚接触者に対する検査にのみ使

用します。 

③ 検査管理者が、受検者に対し、検査の実施方法等について別紙を活用し説明する

とともに、理解を得たことを確認します。また、検査の実施に当たっては、可能な

限りオンラインで立ち会い・管理下において実施するほか、検査結果は必ず確認し

ます。 

④ 検査管理者が、受検者に対し、抗原定性検査キットを使用した検査の結果が陽性

となった場合、医療機関への受診を促すとともに、その診断結果を確認します。 

⑤ 検査結果が陰性だった場合にも、当該業務への従事以外の不要不急の外出はでき

る限り控えるように求めます。 

 

以上①から⑤までについて間違いないことを確認しました。 

 

確認日： 

令和  年  月  日 

確認者（抗原定性検査キット購入者）： 

株式会社○○○○ 

確認者の住所： 

○○県○○市○○ 

 

  

別添 
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抗原定性検査キットを利用する方へ 

 

 

 

１ 使用にあたって 

 

①  あらかじめ検査に関する注意点、使い方等を勉強してから検査を実施

します。 

 

（参考）検査に関する注意点、使い方等 

以下の３に記載する「一般的な検査手順と留意点」に加えて、厚生労働省が以

下のホームページで公開する WEB 教材を参考にするとともに、各製品の添付文

書における使用方法や使用するキットを製造するメーカーの提供するパンフレッ

トや動画資料を必ず確認・理解した上で、検査を実施してください。 

厚生労働省関連ＨＰ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431

_00270.html 

 

 ② 鼻腔ぬぐい液を、自分で採取して検査を行います。 

 
・鼻から綿棒を２cm 程度挿入し、 

５回転させ、５秒程度静置します。 

 

 

 

 

２ 一般的な検査手順と留意点 

 

＜検体採取（鼻腔ぬぐい液の自己採取）＞ 

① 鼻孔（鼻の穴の入り口）から２cm 程度綿棒を挿入する 

② 綿棒を鼻の内壁に沿わせて５回程度回転させる 

③ ５秒程度静置し、引き抜く 

④ 綿棒が十分に湿っていることを確認する 

※同居人等がいる場合は、被検者は、他者と向き合わない方向を向くか、他者とガ

ラス等により隔てられた位置に移動して実施します。 

※他者による検体採取は感染等のリスクを伴う可能性があり、また、鼻咽頭（鼻の奥）

ぬぐい液の自己採取は危険かつ困難であるため、鼻腔ぬぐい液の自己採取によって

行います。 

 

別紙 
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＜試料調製＞ 

① 採取後ただちに綿棒をチューブに浸す 

② 綿棒の先端をつまみながら、チューブ内で綿棒を 10 回程度回転させ

る 

③ 綿棒から液を絞り出しながらチューブから綿棒を取り出し、綿棒を破棄

する 

④ 各キットに付属する蓋（フィルター、ノズル、チップ等）をチューブに装着

する 

⑤ 製品によってはそのまま一定時間静置する 

 

＜試料滴下＞ 

① チューブから数滴（製品により異なる）、キットの検体滴下部に滴下す

る 

② 製品毎に定められた時間 (15 分～30 分程度）、キットを静置する 

 

＜結果の判定＞ 

 判定の方法については、各製品の添付文書 に加えて、判定結果を示し

ている実際のキットの写真が含まれている各製品のパンフレット、動

画資料等を確認してください。 

 試料の滴下を行ってから判定を行うまでの時間は、製品毎に異なりま

す。指定された時間を過ぎた場合、キット上に表示される結果が変わ

ることがありますので、各製品の添付文書を確認し、特に陰性と判定

する場合には、必ず指定された時間で判定してください。（陽性の判定

については、指定された時間の前でも可能なキットもあります。） 

 キット上に表示される結果が明瞭でなく、判定が困難な場合には、陽

性であった場合と同様に取り扱ってください。 

 抗原定性検査の結果を踏まえて被験者が感染しているか否かについ

ての判断が必要な場合は医師に相談してください。 

 

 

３ 検査後の対応 

 

判定結果 対 応 

陽性 ・速やかに医療機関を受診してください。 

陰性 ・７日目までは、当該業務への従事以外の不要不急の

外出はできる限りさけるとともに、引き続き、外出

時のマスク着用、手指消毒等の基本的な感染対策を

続けてください。 
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４ 抗原定性検査キットの保管等 

 

区分 取扱い方法 

保管

方法 

常温（冷蔵保存の場合は、使用前に室温に戻してから使用） 

廃棄

方法 

 

ご家庭等で使用したキット（綿棒、チューブ等を含む）を廃棄すると

きは、ごみ袋に入れて、しっかりしばって封をする、ごみが袋の外面

に触れた場合や袋が破れている場合は二重にごみ袋に入れる等、散乱

しないように気を付けてください。 

参考：新型コロナウイルスなどの感染症対策としてのご家庭でのマス

ク等の捨て方（リーフレット） 

http://www.env.go.jp/recycle/waste/sp_contr/infection/leaflet-

katei.pdf 
 

 



 別 紙  

令和４年７月 22日 

オミクロン株による感染が主流の間の感染症患者等の取扱い 

 

 静岡県では、オミクロン株による感染が主流である間は、以下のとおり取り扱うこ

ととする。 

 

１ 感染症患者等（検査陽性者） 

 ・新型コロナウイルス感染症の検査陽性者（無症状の場合を含む）は、原則として

オミクロン株の患者であるものとして取り扱う。 

 ・検査陽性者は他の検査陽性者と同室としても差し支えない。 

 ・陰圧管理は、他の新型コロナウイルス感染症患者と同様、必ずしも行う必要なし 

 ・退院基準・療養解除基準は、ワクチン接種の有無にかかわらず、原則、従来のデ

ルタ株等と同様に取り扱う。（無症状病原体保有者は 10 日間から７日間に短縮） 

有症状者 

【人工呼吸器等による治療を行わなかった場合】 

発症日から 10日間経過し、かつ、症状軽快後 72時間経過した場合 等 

【人工呼吸器等による治療を行った場合】 

発症日から 15日間経過し、かつ、症状軽快後 72時間経過した場合 等 

無症状者 発症日から７日間経過した場合 等 

  ※無症状病原体保有者又は発症日が明らかでない場合の発症日は、陽性確定に係る検体採取日 

 

２ 濃厚接触者 

 ・検査陽性者の濃厚接触者は、原則として、オミクロン株の患者の濃厚接触者とし

て取り扱う。 

 ・一般事業所については、自主的な感染対策の徹底により二次感染率は低く、一律

に濃厚接触者を特定し行動制限を実施した場合、従事者の不足等社会経済活動へ

の影響が大きいため、原則として濃厚接触者の特定等は行わない。 

 ・オミクロン株の濃厚接触者として取り扱われる者の待機期間は、原則として最終

接触日（陽性者との接触等）から５日間 

 ・同居者が感染したため濃厚接触者となった場合、業種等を問わず、2,3 日目の２

回、抗原定性検査で陰性を確認できれば、3日目の陰性確認後から待機解除 

 ・医療、介護、保育等の従事者は、毎日の検査で陰性確認等の要件のもと医療に従

事可 

 
感染者と最後に接触した日からの日数（最終接触日は０日） 

０～２日 ３～５日 ６日～ 

医療,介護,保育等

の従事者 

待機解除（条件付） 

毎日の検査で陰性確認 待機解除（条件付） 

2,3日目の抗原定性検査で陰性確認(※） 
待機解除 

その他 待機 

  ※ 医療機関が自院で PCR検査・抗原定量検査を実施する場合は、3日目の陰性確認でも可 



入院
症状が重い場合や重症化リ
スクが高い場合は、県が指
定する病院へ入院し、治療
を受けます。

宿泊療養
県が確保した宿泊施設で療
養します。常駐の看護師に
より毎日健康観察を行いま
す。毎日３食支給されます。
（お金はかかりません）

自宅療養
自宅で療養します。
健康観察のため保健所や医
療機関から連絡します。
要件を満たす場合は食料品
等を支援します。

①かぜかな？と思ったら
 医療機関を受診してください。

②医師の診察を受けます。

③陽性と診断されます。

あなたを診断した医師が保健所へ、
発生届を提出します。

保健所等からあなたに連絡します。（電話又はSMS）

保健所

療養終了
国が定めた基準（発症日から原則10日間）を満たし、他者に感染させるおそれが
なくなったと判断される場合、療養終了となります。
療養終了後も症状が続く場合は、かかりつけ医やお近くの医療機関に御相談くだ
さい。

※1 発熱等診療医療機関は、県ホームページで確認するか、発熱等受診相談セン
ターへお問い合わせください。
静岡市にお住まいの方：054-249-2221
浜松市にお住まいの方：0120-368-567
上記以外の市町にお住まいの方：050-5371-0561

あなたの症状等に応じて、いずれかの場所で決められた日まで療養していただきます。

まずは、かかりつけ医又は発
熱等診療医療機関※1へ電話
してから受診してください。

医師の判断で行った検査費用は
公費で負担するので、お金はか
かりません※2。

陽性か陰性か確定させるには、医師の
診断が必要です。市販の検査キットで
陽性になった場合や、陽性でなくても
症状がある場合は、必ず電話してから
医療機関を受診してください。

静岡県健康福祉部感染症対策局新型コロナ対策企画課

もしもあなたがコロナになったら

※2 検査費用以外（初診料等）は自己負担あり

原則



その他、よくある質問は静岡県ホームページを御覧ください。
https://www.pref.shizuoka.jp/kousei/ko-420a/c19faq/c19faq_top.html

Q. 市販の簡易検査キットで陽性となりました。どうしたらよいですか？

A. かかりつけ医又は発熱等診療医療機関を必ず受診してください。受診する際は
事前に医療機関に電話し、市販の簡易検査キットで陽性となったことを伝えてく
ださい。かかりつけ医がないなど、受診先にお困りの場合は、発熱等受診相談セ
ンターにお問い合わせください。対応可能な医療機関（発熱等診療医療機関）を
紹介します。

Q. 自宅療養と言われたのですが、入院やホテル療養はできないのでしょうか？

A. 無症状や軽症で基礎疾患や重症化リスクのない人には、自宅療養をお願いして
います。同居家族に重症化リスクの高い人がいて隔離が難しいなどの理由で自宅
療養が難しい場合は、保健所に御相談ください。

Q. 自宅療養中の食料調達はどうしたらよいでしょうか？

A. 自宅療養者のうち、家族や親族等から支援を受けられない等の理由で、物資の
提供が必要な方には、静岡県から５日分の食料品等をお送りしていますので、保
健所にお問い合わせください。また、市町によっては、独自に自宅療養者への食
料品等の配布を行っている場合もあります。お住まいの市町にお問い合わせくだ
さい。

Q. 自宅療養期間が終了するときに、再度検査をしてもらえるのでしょう？

A. 自宅療養の終了は、国が定めた基準を満たした場合に保健所が決定します。定
められた期間療養していただいた場合は、他者に感染させる心配はありませんの
で、終了する際に再度検査をすることはありません。なお、職場等で勤務を再開
する際に、職場等に証明を提出する必要がないことを厚生労働省が示しています。

Q. 医療機関で検査して陰性だった場合に、費用負担はありますか。

A. 医師が患者の診療のため必要と判断して検査を行った場合は、結果が陰性でも、
新型コロナの検査に係る費用（検査料、判断料）の自己負担分は公費で負担しま
すので、お金はかかりません。ただし、検査前に発生する初診料などは自己負担
があります。

よくある質問～もしもあなたがコロナになったら編～

静岡県　コロナ　よくある質問



☆自宅待機中に具合が悪くなったら
・かかりつけ医等に御相談してください。
・発熱等診療医療機関※を受診する際は必ず事前に電話で、濃厚
 接触者であることと、現在の症状を伝えてください。

☆家庭内での過ごし方
・なるべく個室で、食事は別
・個室内以外の場面ではマスクを
・洗面・風呂は最後
 仮に感染していても、家族への感染を防げるような対策を。

①保健所がコロナに感染された方から行動歴を聞き取り、濃厚
 接触者を特定します。（保健所が特定するのは、原則、同居家族のみ）
②陽性者などを介して濃厚接触者に連絡があります。

③定められた期間、自宅待機します。

自宅待機期間終了
５日間が経過すれば(又は2,3日目に抗原定性検査で陰性を確認できれば)、自宅待
機期間終了となります。職場復帰等にあたり、保健所等への連絡は不要です。

※発熱等診療医療機関は、県ホームページで確認するか、発熱等受診相談セン
ターへお問い合わせください。
静岡市にお住まいの方：054-249-2221
浜松市にお住まいの方：0120-368-567
上記以外の市町にお住まいの方：050-5371-0561

静岡県健康福祉部感染症対策局新型コロナ対策企画課

もしもあなたが濃厚接触者になったら

周囲で陽性者が発生し、ご自身の体調が優れない場合は、保健所から
の連絡を待たず、かかりつけ医等に御相談してください。

陽性者と最後に接触した翌日から原則５日間、自宅待機をお願い
します。なお、2,3日目の２回、抗原定性検査で陰性を確認した場合
は、3日目の陰性確認後から外出できます。

☆濃厚接触者への検査の実施
濃厚接触者に対する検査は、保健所が必要と判断した場合のみ行います。検査で
一度陰性が確認された場合でもその後陽性になる場合もあるため、陽性者と最後
に接触した翌日から原則５日間は不要不急の外出を控えるようお願いします。

学校等で感染者が発生した場合、学校等が濃厚接触者を特定し連絡する場合があります。



Q. 濃厚接触者の該当基準や定義はありますか？

A. 濃厚接触者の基準に該当する方は、陽性者の発症２日前から適切な感染予防策
をとって他者と生活を分離するまでの間に、①陽性者と同居していた人、②１
メートル程度の距離で必要な感染予防策（マスク着用等）をとらずに陽性者と15
分以上接触した人、③密な環境で長時間陽性者と接触した人などですが、個別の
状況により感染の可能性は大きく異なります。
 現在の感染状況や濃厚接触者として隔離した場合の感染拡大防止効果等を踏ま
え、保健所の調査を重点化しており、保健所が濃厚接触者として特定する方は原
則、感染者の同居家族のみです。
 （学校や保育園等では、特定を学校や保育園等が実施する場合があります。）
Q. 2,3日目に陰性が確認できれば、待機期間が解除されるとのことですが、検査は
どのように受けたらいいですか？また、注意点はありますか？

A. 薬局で市販されている抗原定性検査キット（薬事承認されたもの）を使って、
ご自身で検査を行って下さい。（費用は自己負担（会社で行う場合は会社負担）
 検査結果が陰性の際は、保健所への待機解除の確認は不要です。
 検査結果が陰性でもその後に発症する場合もありますので、７日間を経過する
までは、①検温など健康状態の確認、②外出時はマスク着用、③高齢者など重症
化リスクの高い方との接触等は避ける、④感染リスクの高い場所の利用や会食等
は避ける、などの感染対策をお願いします。
 なお、薬局で購入する際には予め電話やインターネットなどで確認してください。

Q. 濃厚接触者は不要不急の外出を控えるよう言われましたが、食料品等生活必需
品の買い出しには行ってよいのでしょうか？
A. 周囲にお願いできる方がいない場合は、食料品の買い出しなどの生活に必要な
外出はかまいません。ただし、外出にあたっては、マスク着用や手指消毒などと
いった感染防止対策の徹底の他、混雑する場所や時間を避け、できるだけ短時間
で、外出先は必要最小限とするようお願いします。
 抗原定性検査キットの購入の場合も同様です。

Q. 濃厚接触者について、証明する書類と外出自粛期間を記載した書類はもらえま
すか？（会社に提出したい）

A. 濃厚接触者の自宅待機は、法律に基づく依頼・指導ではなく、国の通知に基づ
く「お願い」であるため、証明書は出せません。

よくある質問～もしもあなたが濃厚接触者になったら編～

その他、よくある質問は静岡県ホームページを御覧ください。
https://www.pref.shizuoka.jp/kousei/ko-420a/c19faq/c19faq_top.html

静岡県　コロナ　よくある質問



３．接触者への対応等 
 オミクロン株の特徴を踏まえ、一般事業所は、自主的な感染対策の
徹底により二次感染率は低いと考えられることなどから、原則として、
事業所での濃厚接触者の特定を行う必要はありません。
 感染者と接触があった人には、以下の点を周知してください。
・最終接触日から７日間は、高齢者など重症化リスクの高い方との接
 触、感染リスクの高い場所の利用、会食等は避ける
・症状が続く場合などには、医療機関を受診
※同居などの場合を除いて、感染者と接触があったことのみを理由と
 して、出勤を含む外出を制限する必要はありません。

<事業者の皆様へ>従業員等に新型コロナウイルス
感染症の感染が確認された時は

１．すぐやること 
感染が判明した者は『自宅待機』とします。（医療機関から発生届

が提出された後、本人には保健所から連絡がいきます） 
職場では、必要に応じて２・３に記載されている内容を実
施してください。 

静岡県健康福祉部感染症対策局新型コロナ対策企画課

２．施設の消毒
感染者が使用した可能性のある①、②の消毒をお願いします。 
 ①手で触れる共有部分
  (ドアの取っ手やドアノブ、スイッチ、受話器等)
 ②トイレ(床、便器、便器の蓋、流水レバー、スイッチ等)

消毒方法の詳
細はこちら↓

事業所内で感染者が発生した場合の対応等の詳細は、県ホームページ
を御確認ください。

静岡県　事業所　感染者



Q. 会社の従業員のうち１人が感染者となりました。会社内では基本的
な感染対策はとっていましたが、会社としてどのようなことに気をつけ
たらよいでしょうか？

A. 感染者については、保健所が指示する時期まで療養が必要となります。
 なお、濃厚接触者に特定されなかった場合でも、他の従業員の体調管理を徹底
し、体調不良時等には医療機関の受診を検討するよう御案内ください。
  感染者が触れた場所等を消毒する場合、市販の塩素系漂白剤の主成分である
「次亜塩素酸ナトリウム」やアルコール消毒液が有効です。

Q. 会社の従業員のうち１人が濃厚接触者と特定されました。会社内に
感染者はいませんが、どのようなことに気をつけたらよいでしょうか？

A. 現時点で特別な対応は不要です。引き続き一般的な感染予防対策を徹底し、体
調不良の従業員がいる場合には医療機関の受診を検討するよう御案内ください。
なお、濃厚接触者に対する検査は保健所が必要と判断した場合のみ行います。

よくある質問～もしも従業員がコロナになったら編～

Q.感染者の療養終了後の職場復帰にあたって、陰性証明などは必要ですか？

A. テーブルやドアノブなど多くの人が手を触れる場所は、市販の塩素系漂白剤を
次亜塩素酸ナトリウムの濃度が0.05%になるよう薄めたもの（※）やアルコールで
拭いてください。
(※原液濃度５％の塩素系漂白剤の場合：５㎖（キャップ１杯）を水500㎖で希釈)
  消毒費用については、一般事業所への助成制度はありません。

Q. 新型コロナウイルスに感染した社員がいる場合、会社の消毒はどう
したらよいでしょうか。消毒費用等の助成制度はありますか？

A. 国が定めた基準を満たして療養を終了した方については、他者に感染させる可
能性がほぼないことから、陰性証明は不要です。
また、職場復帰に際しての再検査や陰性証明を保健所が行うことはありません。
医療機関の業務負担にもなっていますので、職場復帰にあたり、従業員に検査や
陰性証明を求めることがないようお願いします。

その他、よくある質問は静岡県ホームページを御覧ください。
https://www.pref.shizuoka.jp/kousei/ko-420a/c19faq/c19faq_top.html

静岡県　コロナ　よくある質問


